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はじめに 
わが国では，高度経済成長期からその後のバブル期にかけて，全国的に多数のハコモノや

インフラが整備されてきました。 

現在，これらの施設の老朽化が進行し，安全性の確保が急務となっています。また，これ

らの施設は間もなく一斉に建替えや更新の時期を迎えることとなり，財政負担の集中的な増

大が予想されています。一方で，人口減少・少子高齢化の進展により自治体財政は厳しさを

増すことに加え，市町村合併後の施設全体の最適化を図る必要性も生じており，公共施設等

の建替え・更新への対応が全国的な懸念事項となっています。 

 

このような現状を受けて，国では，インフラの管理における基本的な考え方を定めた「イ

ンフラ長寿命化基本計画」を策定するとともに，各自治体において，公共施設等の総合的か

つ計画的な管理を推進していくための「公共施設等総合管理計画」を定めるよう要請し，「公

共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」を策定したところです。 

 

本町においては，平成の大合併を行っていないこと，町域の狭さなどから公共施設等の総

量は他の自治体と比較してそれほど多くなく，施設の建替え・更新費用の増加の影響は比較

的少ないものと予想され，また，建替え・更新時期のピークはしばらく先になると予想され

ています。この優位性を活かし，早い段階から対策に着手することで，コストの縮減・平準

化をより効果的に進めることが可能であるとともに，全国的に公共施設等を減らしていく方

向にシフトしていく中で，本町では，ニーズに応じた公共サービスの一層の充実を図り，町

民の満足度や町の魅力向上を図ることも可能であると考えられます。 

しかしながら，建設後 30 年以上の施設が全体の約半数を占めるなど，施設の老朽化は確

実に進行しており，他の自治体と同様，老朽化対策に早急に取り組んでいく必要があります。 

 

本計画は，このような背景のもと，公共施設等を総合的かつ計画的に管理することにより，

財政負担の軽減を図りつつ，施設の安全性の確保やサービスの向上を図っていくことを目的

に，これからの公共施設等の管理における基本的な考え方を定めるものです。 

 

 

 

 

 

 

  
平成２８年３月 

海田町長 西田 祐三
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第1章  計画の位置づけ 

１ 計画の位置づけ 
本計画の位置づけは以下のとおりです。 

 本計画は，国が策定した「インフラ長寿命化基本計画」及び「公共施設等総合管理計画

の策定にあたっての指針」に基づき策定するものです。 

 「第 4 次海田町総合計画」に即するとともに，「海田町都市計画マスタープラン」との整

合を図ります。 

 今後策定する個別計画は，本計画に定める方針に即したものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 対象施設 
本計画は，町有財産のうち，ハコモノ及びインフラを対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海田町都市計画 

マスタープラン 

公民館，学校，庁舎， 

町営住宅など 

町
有
財
産 

ハコモノ 

道路，橋りょう， 

上下水道，公園 

公共施設等 

インフラ 

その他 

（動産・金融資産）

土地 

第 4 次海田町総合計画 インフラ長寿命化基本計画

個別計画 

公共施設等総合管理計画

の策定にあたっての指針

海田町公共施設等総合管理計画
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３ 計画期間 
本計画の計画期間は，平成 28 年度から平成 57 年度までの 30 年間とします。 

本町の人口は当面は横ばい傾向で推移する見込みとなっていますが，いずれは減少に転じ，

平成 57 年頃から減少が進んでいくことが予想されています。 

そこで，本計画は，人口が横ばいで推移していく概ね今後 30 年間を想定した計画とし，

計画期間の経過後は，その時点での人口の現状・見込みやその他の社会経済状況等を考慮し

たうえで，改めて公共施設等の管理のあり方について検討を行うものとします。 

なお，計画期間中であっても，社会情勢や人口構成の変動など必要に応じて随時見直しを

行うものとします。 
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４ 上位・関連計画の整理 
本計画の上位・関連計画の概要は以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

インフラ⻑寿命化基本計画（インフラ⽼朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議） 
概要：国や地方公共団体等が一丸となってインフラの戦略的な維持 管理・更新等を推進するため，

インフラの管理における基本的な考え方や，各インフラ管理者の取組について定めたもの。

策定時期：H25.11 

目指すべき姿： 

安全で強靱なインフラシステム

の構築 

総合的・一体的なインフラマネジ

メントの実現 

メンテナンス産業によるインフ

ラビジネスの競争力強化 

基本的な考え方 

基本的な考え方 基本方針 

インフラ機能の確実かつ

効率的な確保 

安全・安心の確保 

中長期的視点に立ったコスト管理 

メンテナンス産業の育成 - 

多様な施策・主体との連携
防災・減災対策等との連携 

様々な主体との連携 

 

第４次海田町総合計画（海田町） 
概要：海田町のまちづくりを方向づけ，施策を総合的，かつ，計画的に実施していくために策定す

るもので，めざす都市像やまちづくりの基本目標，必要な施策の方針と具体的な施策等を定

めたもの。 

計画期間：H23～H32 

都市像とまちづくりの基本目標： 

【都市像】 

 

ひと輝く・四季彩のまち かいた 

～海田らしさがきらりと光る，支え合う豊かさづくり～ 

子育てしやすく人が輝くまち 

環境を大切にするまち 

個性と活力のあるまち 

支え合いと協働のまち 

ま
ち
づ
く
り
の 

基
本
目
標 

海田町都市計画マスタープラン（海田町） 
概要：「第 4 次海田町総合計画」に示される都市像の実現に向けて，都市計画に係る施策を総合的，

計画的に推進するために策定。 

計画期間：H23～H32 

都市づくりの目標と基本的方針： 

【都市づくりの目標】 

恵まれた立地条件を活かした子育てしやすく，

誰もが暮らしやすい都市づくり 

都市機能の強化による活力ある都市づくり 

住民等との協働による快適環境都市づくり 

【都市づくりの基本的方針】 

都市機能の適正配置と計画的な土地利用 

都市活動と住民生活を支える都市基盤の整備

交通結節点を活かした賑わい豊かな拠点形成

快適に暮らせる居住環境の形成 

個性的でうるおいのある都市環境の形成 

人と環境にやさしい都市環境の形成 

災害等に強い都市づくり 
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第2章  本町をとりまく社会的状況 

１ 人口の状況 
１-１ 人口の推移 

 人口は近年減少傾向で推移していますが，今後は概ね横ばい，若しくは緩やかな減少傾

向で推移していく見通しです。 

 年齢区分別の割合は，年少人口（15 歳未満）と生産年齢人口（15～64 歳）が減少，

老年人口（65 歳以上）が急激な増加を続けていますが，平成 22 年から 72 年にかけて

の 50 年間では，この傾向は緩やかになっていく見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：H2 ～H22 総務省「国勢調査」（各年） 

H27～H72 海田町まち・ひと・しごと創生総合戦略/資料編Ⅰ 海田町人口ビジョン（H27.9） 

 

  

推計値 
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１-２ 町丁目別人口 

 町丁目別人口は，町の中央部で多く，周辺部で少ない傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（H22） 
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２ 財政 
２-１ 歳入 

 歳入の根幹をなす町税は，40 億円程度で推移していますが，近年では自動車部品製造業

の一部において法人税の落ち込みが大きかったことなどにより減少傾向にあります。 

 地方交付税は，福祉事務所の設置により平成 21 年度に増加しましたが，それ以降はほ

ぼ同額で推移しています。 

 地方債は，国の経済対策を活用して大規模事業を行った年度には増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２-２ 歳出 

（1）歳出（合計） 
 扶助費は，社会保障関係施策の制度変更や対象者の増などにより，増加傾向にあります。 

 義務的経費のうち人件費は，財政健全化に向け，適正な定員管理に取り組んだことによ

り減少傾向にあります。また，公債費についても町債の発行抑制に努めてきたことによ

り減少傾向となっています。 

 投資的経費は，優先順位の明確化などにより縮減を図り減少傾向にありますが，近年は，

国の経済対策事業や防災対策事業に取り組んだことにより増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：総務省「市町村別決算状況調」（各年）

資料：総務省「市町村別決算状況調」（各年）
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（2）維持補修費 
 維持補修費は，概ね同程度で推移していますが，近年は公共施設等の老朽化等に伴い，

やや増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「市町村別決算状況調」（各年） 

 

 

（3）普通建設事業費 
 普通建設事業費は，優先順位の明確化などにより縮減を図り減少傾向にありますが，近

年は，国の経済対策を活用して学校耐震補強事業などの大規模事業を行ったことにより

増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「市町村別決算状況調」（各年） 

  

普通建設事業費とは 

投資的経費の種類の一つ

で，公共施設等の新増設

等に要する費用のこと 

維持補修費とは 

地方公共団体が管理する

公共施設等の維持に要す

る費用のこと 
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２-３ 町債残高 

 町債残高は，平成 16 年度には 130 億円まで増加していましたが，繰上償還の実施や新

発債の抑制などに取り組んだことにより，平成 25 年度には 89 億円に減少しました。 

 なお，平成 25 年度は国の経済対策を活用した大規模事業の実施により町債の発行額は

増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２-４ 財政調整基⾦ 

 財政調整基金の残高は，平成 16 年度には 12 億円まで減少していましたが，積立てに

取り組み，平成 25 年度末では 28 億円に増加しました。 
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２-５ 財政指標 

（1）財政⼒（財政⼒指数） 
 財政力指数は低下傾向にあるものの，類似団体平均よりも高い水準で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※類似団体：人口及び産業構造により全国の市町村を 35 の類型に分類した結果，当該団体と同じ類型に属する団体のこと。 

海田町は，Ⅴ-2（人口 2 万人以上・第 3 次産業就業人口 55％以上の町村）に分類されています。 

 

 

（2）財政構造の弾⼒性（経常収⽀⽐率） 
 経常収支比率は，平成 24 年度まで類似団体平均を上回っていましたが，平成 25 年度

には類似団体平均を下回る 86.6％まで改善しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

財政力指数とは 

地方公共団体の収入額と需要額を比較した

もので，収入額のほうが需要額と比べて多い

ほど財政力指数は高くなり，財政が豊かであ

るといえます。 

基準財政

収入額財政力

指数
＝

基準財政

需要額

標準的な収入

標準的な行政を行う

ために必要な経費

資料：平成 25 年度財政状況資料集

経常収支比率とは 

経常的な収入のうちどんな経費にも充てる

ことができる一般財源が，どの程度経常的な

支出に充てられているかを表したもの。 

経常収支比率が低いほど，新しい行政需要 

に対応する余裕がある（=財政構造の弾力性

がある）といえます。 

経常的経費－経常特定財源経常収支

比率
＝

経常一般財源

毎年決まって出て行く支出

毎年決まって入ってくる収入

資料：平成 25 年度財政状況資料集
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0.71 0.67 0.65 0.63 0.63

0.88 0.84 0.82 0.79 0.79

0

0.3

0.6

0.9

1.2

1.5

1.8

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

類似団体内の最大値及び最小値

類似団体内平均値

海田町 1.36

70.9%

88.9%
85.6%

86.9% 87.2%

87.2%

91.2%
87.6% 89.4% 90.3%

86.6%

60

70

80

90

100

110

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

% 類似団体内の最大値及び最小値

類似団体内平均値

海田町
100.3%
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（3）公債費の状況（実質公債費⽐率） 
 実質公債費比率は，ここ数年高止まりしていますが，繰上償還の実施や新発債の抑制な

どにより町債残高は着実に縮減していることから，徐々に改善しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）将来負担の状況（将来負担⽐率） 
 将来負担比率は改善を続けており，平成 24・25 年度には，将来負担額が標準財政規

模よりも小さいため数値が出ていません。 

 これは，一般会計の町債残高が減少していることに加え，財政調整基金の積立により「地

方債の償還額等に充当可能な基金の残高」が増加していることによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.4%

64.4%

53.7%
40.2%

30.7% 22.3%

68.6%

38.2%

16.6%
0

50

100

150

200

250

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

類似団体内の最大値及び最小値

類似団体内平均値

海田町
192.6%

%

将来負担比率とは 

地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱

えている負債の大きさを，その地方公共団体

の財政規模に対する割合で表したもの。 

資料：平成 25 年度財政状況資料集

将来負担額－基金等の額将来負担

比率 標準財政規模
＝

借金 貯金

※Ｈ24・Ｈ25 は将来の負担がマイナスとなったため，値が出ていない。

実質公債費比率とは 

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公

債費）の大きさを，その地方公共団体の財政

規模に対する割合で表したもの。 

17.6%

11.7% 11.2%
10.1%

9.2% 8.5%

14.7% 13.7%
13.2% 12.6% 12.2%

0

10

20

30

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

%
類似団体内の最大値及び最小値

類似団体内平均値

海田町

△2.5%

資料：平成 25 年度財政状況資料集
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第3章  公共施設等の現状 

１ ハコモノ 
１-１ ⽴地状況 

 ハコモノは，人口分布のない地域を除いた範囲に比較的満遍なく立地しています。 
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１-２ 保有量 

（1）施設数・棟数・延床面積 
 施設の保有量は，施設数 81 施設，棟数 212 棟，延床面積約 8 万㎡となっています。 

 施設数では行政系施設，棟数・延床面積では学校教育系施設の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）他市町村との⽐較 
 本町の市町村域面積当たりの延床面積を他市町村と比較すると，全国平均の約 5 倍，広

島県内の町の約 10 倍となっています。これは，本町の町域面積が狭く，平坦地を中心

に市街地が広がるコンパクトなまちであることによると考えられます。 

 人口一人当たりの延床面積を他市町村と比較すると，全国・広島県（全市町）・広島県

（町のみ）の各平均値のいずれと比較しても小さくなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

資料：ハコモノの延床面積 総務省「公共施設状況調経年比較表」（H25） 

人口 総務省「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査」（H26） 

市町村域面積 国土交通省国土地理院「平成 26 年全国都道府県市区町村別面積調」

人口一人当たりの延床面積市町村域面積 1k ㎡当たりの延床面積

1,271 1,409

593

5,850

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

全国 広島県

（全市町）

広島県

（町のみ）

海田町

㎡

大分類 中分類

集会施設 2 (2.5%) 2 (0.9%) 426 (0.5%)

文化施設 1 (1.2%) 3 (1.4%) 787 (1.0%)

合　計 3 (3.7%) 5 (2.4%) 1,213 (1.5%)

図書館 1 (1.2%) 5 (2.4%) 960 (1.2%)

公民館等 2 (2.5%) 8 (3.8%) 3,793 (4.8%)

合　計 3 (3.7%) 13 (6.1%) 4,754 (6.0%)

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 スポーツ施設 3 (3.7%) 5 (2.4%) 228 (0.3%)

学校教育系施設 学校 6 (7.4%) 66 (31.1%) 42,477 (53.2%)

子育て支援施設 保育所 4 (4.9%) 9 (4.2%) 2,261 (2.8%)

高齢福祉施設 1 (1.2%) 1 (0.5%) 771 (1.0%)

児童福祉施設 6 (7.4%) 8 (3.8%) 3,043 (3.8%)

その他福祉施設 4 (4.9%) 5 (2.4%) 7,299 (9.1%)

合　計 11 (13.6%) 14 (6.6%) 11,114 (13.9%)

庁舎等 2 (2.5%) 3 (1.4%) 3,719 (4.7%)

消防施設 10 (12.3%) 10 (4.7%) 269 (0.3%)

その他行政系施設 8 (9.9%) 12 (5.7%) 1,019 (1.3%)

合　計 20 (24.7%) 25 (11.8%) 5,008 (6.3%)

公営住宅 公営住宅 4 (4.9%) 26 (12.3%) 11,090 (13.9%)

公園 公園 13 (16.0%) 27 (12.7%) 821 (1.0%)

上水道施設 上水道施設 9 (11.1%) 17 (8.0%) 826 (1.0%)

その他 その他 5 (6.2%) 5 (2.4%) 59 (0.1%)

延床面積（㎡）

保健・福祉施設

行政系施設

79,849㎡

町民文化系施設

社会教育系施設

総　計

施設数 棟数

81施設 212棟

3.7
4.2

5.8

2.8

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

全国 広島県

（全市町）

広島県

（町のみ）

海田町

㎡
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１-３ 経過年数 

 施設の経過年数は，20 年未満，20～29 年，

30～39 年，40 年以上がそれぞれ約 1/4 ずつ

となっており，大規模改修が必要となる経過年

数 30 年以上の建物が約半数を占めています。 

【主な施設】 

20 年未満 福祉センター,ひまわりプラザ,つくも保育所 

20～29 年 海田西中学校，町営西浜住宅，町民センター 

30～39 年 海田南小学校，海田町役場庁舎，海田中学校 

40 年以上 海田小学校，海田東小学校，海田西小学校 

 

 

１-４ 耐震状況 

 建物の新耐震基準への対応状況をみると，新耐

震基準の建物が 6 割，旧耐震基準の建物が 4

割となっています。 

 旧耐震基準の建物に対する耐震診断は，約 6 割

の施設で未実施となっています。 

 同建物に対する耐震改修の実施状況は，耐震改

修不要の建物と改修済の施設が合わせて約 9

割となっています。 

 なお，小規模な建物や今後更新等を予定してい

ない建物については，耐震診断や耐震改修を実

施していません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

不要

63%

改修済

25%

未実施

12%

75棟

旧耐震

診断済

36%

未実施

64%

75棟

旧耐震

 

新耐震

65%

旧耐震

35%

合計

212棟

 

耐震改修の実施状況

公共施設の経過年数

耐震診断の実施状況 

耐震基準別棟数

海田町役場庁舎， 

海田南小学校（1 号館他），

海田東小学校（本館他）， 

海田小学校（本館他） 等

海田町役場庁舎， 

クラブハウス， 

海田西児童クラブハウス， 

畝保育所 等 

20年未満

27%

20～29年

24%

30～39年

25%

40年以上

24%

合計

212棟

海田町役場庁舎，

町営第１蟹原住宅，

西浜保育所， 

幸保育所 等 
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173
203

174

0

200

400

600

800

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

百万円

 

管理運営主体

１-５ 運営状況 

 施設の管理運営は，9 割以上が直営で行

われており，指定管理者による運営は 3

施設のみで行われています。 

 

 

 

 

 

 

１-６ コスト 

 歳入は，全施設の合計が 2 億円程度で推移しています。 

 歳出は，5～8 億円で推移しており，経年的に歳出超過となっています。 

 歳出の内訳をみると，委託料や工事請負費の割合が大きく，増加傾向となっています。

この 2 つに加えて，修繕費も増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

歳出の内訳

-308

-575

-375

-800

-600

-400

-200

0

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

百万円

480

779

549

0

200

400

600

800

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

百万円

直営

96%

指定管理, 4%

合計

81施設

歳入 歳出 収支（歳入-歳出）

千円

使用料及び手数料 目的外使用料 その他特定財源 その他

H24 118,856 693 38,513 14,821

H25 121,014 979 80,204 1,176

H26 123,384 984 48,340 995

千円

人件費
消耗品

・燃料費
光熱水費 修繕費 委託料

使用料及び
賃借料

工事請負費 その他

H24 86,896 11,109 78,518 29,720 134,582 13,810 77,579 48,197

H25 72,289 12,808 86,716 40,163 157,140 12,645 168,767 228,087

H26 82,130 10,736 84,029 49,781 154,920 14,037 134,910 18,173

歳入の内訳

※本グラフでは百万円未満の数値を四捨五入しているため，グラフに表示している数値を用いて「収支」を計算した場合と，

上記の「収支（歳入-歳出）」の数値は一致しない場合があります。 
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１-７ 利⽤状況 

 利用者数等（利用者数，在籍者数，入居戸数等）を把握している施設の，前年度からの

利用者数等の増減率をみると，プラスマイナス 5％でほぼ横ばいの施設が半数以上を占

めており，5％以上減少している施設が約 3 割，5％以上増加している施設が約 2 割と

なっています。 

 また，施設の稼働率は，全体で 23％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【内訳】 

5％以上減少（9 施設） 

ひまわりプラザ，海田児童クラブハウス，海田西児童クラブハウス，第 2

海田南児童クラブハウス，海田東公民館，図書館，真田会館，海田南コミ

ュニティホーム，環境センター 

ほぼ横ばい（18 施設） 

小学校（全て），中学校（全て），幸保育所，つくも保育所，西浜保育所，

海田児童館，保健センター，海田公民館，クラブハウス，南堀川町駐車場，

町営住宅（全て） 

5％以上増加（5 施設） 
畝保育所，町民センター，海田南児童クラブハウス，福祉センター，ふる

さと館 

 

 

 

  

利用可能コマ数

88,868 

 利⽤者数等の増減（H25-H26） 施設の稼働率

利用コマ数

20,778 

23% 

5％以上

減少

28%

ほぼ横ばい

56%

5％以上

増加

16%

合計

32施設
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２ インフラ 
２-１ 道路 

（1）保有量 
 道路は，一般道路が約 86km・26 万㎡，自転車歩行者道が約 21km・5 万㎡で，合計

約 107km・31 万㎡を保有しています。 

 

区分 実延長（ｍ） 道路面積（㎡） 

一般道路 

1 級（幹線）町道 12,807.2 64,962.0

2 級（幹線）町道 12,242.6 18,167.7

その他の町道 60,587.2 176,574.8

一般道路計 85,636.9 259,704.5

自転車歩行者道 20,937.0 50,538.0

合 計 106,573.9 310,242.5

 

 

（2）供⽤開始からの経過年数（⼀般道路） 

 一般道路の供用開始からの経過年数は，

30～39 年経過する面積が約 9 割となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

（3）直近 5 年間の投資的経費 

 平成 22 年度～26年度の 5 年間での道

路にかかる投資的経費は，年平均で約 6

億円となっています。 

 

 

708
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236

774

375
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200
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800

1,000

H22 H23 H24 H25 H26

百万円 平均

599百万円

20年未満

7.7% 20～29年

3.0%

30～39年

88.8%

年度不明

0.5%

一般道路

合計

260千㎡
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２-２ 橋りょう 

（1）整備年度別保有量 
 橋りょうは，合計 83 橋，実延長 1.4 ㎞，面積で約 7 千㎡を保有しています。 

 昭和 60 年に整備された日下橋や，平成 5 年に整備されたひまわり大橋の面積が突出し

ているほか，昭和 35 年～50 年代にかけて整備された面積も多く，これらで全橋りょ

う面積のほとんどを占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）経過年数 

 整備後の経過年数は，20～29 年，30

～39 年，40～49 年，50 年以上がそ

れぞれ約 2 割～3 割ずつとなっています。 

 

 

 

 

（3）直近 5 年間の投資的経費 

 平成 22 年度～26年度の 5 年間での橋

りょうにかかる投資的経費は，年平均で

約 1 千万円となっています。 
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8.0%
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18.2%

30～39年

28.4%

40～49年

23.9%

50年以上

21.5%

合計

7,476㎡

7,167

798

26,603

15,186

1,373

0

5,000

10,000

15,000

20,000
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30,000

H22 H23 H24 H25 H26

千円 平均

10,225千円

橋りょう数（橋） 83

実延長（m） 1,352

橋りょう面積（㎡） 7,476
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２-３ 上水道 

（1）保有量 

 上水道の保有量は，合計約 88 ㎞となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

（2）経過年数（配水管） 

 配水管の経過年数は，20 年未満が約 4

割で最も多く，次いで 20～29 年が約 3

割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）直近 5 年間の投資的経費 

 平成 22 年度～26 年度の 5 年間での上

水道にかかる投資的経費は，年平均で約

1.5 億円となっています。 

 

 

 

 

  

区分 延長（ｍ） 

導水管 506

送水管 1,477

配水管 86,440

合 計 88,423
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33.5%

30～39年

15.5%

40～49年

6.8%

50年以上

0.1%
年度不明

3.3%

配水管

合計

86.4kｍ
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２-４ 下水道 

（1）整備年度別保有量 
 下水道の保有量は約 105 ㎞となっています。 

 平成 13 年をピークにその前後において多数整備されており，最も整備年度の古いもの

でも昭和 54 年度と，全体的に新しい施設となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）経過年数 

 下水道の経過年数は，20 年未満のものが

約 8 割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

（3）直近 5 年間の投資的経費 

 平成 22 年度～26 年度の 5 年間での下

水道にかかる投資的経費は，年平均で約

3.8 億円となっています。 
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２-５ 公園 

（1）整備年度別保有量 
 公園は，39 箇所，約 18 万㎡を保有しています。 

 平成 9 年に整備された海田総合公園の面積が突出して大きくなっています。 

 その他，昭和 40 年から 50 年代に整備された公園が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）設置からの経過年数 

 設置からの経過年数は，海田総合公園

を含む設置から 20 年未満の公園面積

が約 8 割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

（3）直近 5 年間の投資的経費 

 平成 22 年度～26 年度の 5 年間での公

園にかかる投資的経費は，年平均で約

1.4 億円となっています。 
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第4章  維持管理・更新費⽤の⾒通し 

１ 試算条件 
現在保有している公共施設等を今後も保有し続け，耐用年数経過後に現在と同じ規模で建

替え・更新を行うこととした場合に，今後 40 年間で必要となる費用の推計を行います。 

本推計は，総務省の「公共施設等更新費用試算ソフト」に準拠し，以下の考え方で行いま

した。 

 

類型 考え方 

ハコモノ 

 建設から 30 年で大規模改修，60 年で建替えを行うものとし，施設の延

床面積に分類別の更新単価を乗じることにより費用を試算。 

 更新単価は，更新費用試算ソフトの初期設定値を使用。 

 設計・施工と複数年度に渡り費用がかかることを考慮し，単年度に費用が

集中しないよう，大規模改修は 2 年間，建替えは 3 年間で費用を振り分

ける。 

道路 

 整備面積を更新年数（15 年）で割った面積を 1 年間の舗装部分の更新量

と仮定し，更新単価を乗じることにより費用を試算。 

 更新単価は，更新費用試算ソフトの初期設定値を使用。 

橋りょう 

 建設から 60 年で更新を行うものとし，構造別の橋りょう面積にそれぞれ

の更新単価を乗じることにより費用を試算。 

 更新単価は，更新費用試算ソフトの初期設定値を使用。 

 構造が鋼橋であるものは鋼橋で，それ以外の構造の場合は PC（プレスト

レスト・コンクリート）橋として更新すると仮定。 

上水道 

 整備延長を更新年数（40 年）で割った延長を 1 年間の更新量と仮定し，

管径別の更新単価を乗じることにより費用を試算。 

 更新単価は，更新費用試算ソフトの初期設定値を使用。 

下水道 

 建設から 50 年で更新を行うものとし，管径別延長にそれぞれの更新単価

を乗じることにより費用を試算。 

 更新単価は，更新費用試算ソフトの初期設定値を使用。 

公園 

 開設から28年で公園内の各種設備等の修繕・更新等を行うものと仮定し，

公園面積に更新単価を乗じることにより費用を試算。 

 更新単価は，平成 17 年～26 年度の工事請負費及び施設修繕料の実績か

ら，1 ㎡あたりの平均を算出して設定。 
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大規模改修 建替え

これまでの平均 今後40年間の平均

これまで

平均6.7億円

今後40年

平均6.9億円

合計

約275億円

２ 試算結果 
２-１ ハコモノ 

 今後 40 年間で必要となる費用の見込み額は合計で約 275 億円となっています。 

 年平均額は約 6.9 億円，直近 5 年間の投資的経費と大きな差はありません。 

 年度ごとの変動が大きく，一時的に大きな費用がかかる年度が 4 回みられます。特に，

平成 46 年と 59 年が最大のピークとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■4 回のピークの内訳 

№ 時期 対象施設 

1 H28 年～29 年 
町営三迫住宅（共同住宅），町営西浜住宅（1～3 号棟），町営第 2 蟹原

住宅（A 棟・B 棟），海田西中学校（体育館）などの大規模改修 

2 H36 年～39 年 
海田小学校（本館・特別教室棟），海田東小学校（本館），海田中学校（北

校舎）などの建替え 

3 H45 年～47 年 

海田東小学校（新館・体育館），海田西小学校（管理普通教室棟・特別教

室棟・体育館），町営第１蟹原住宅（A 棟・B 棟），海田公民館，海田東

公民館などの建替え及び福祉センターの大規模改修 

4 H59 年～60 年 

町営三迫住宅（共同住宅），町営西浜住宅（1～3 号棟），町営第 2 蟹原

住宅（A 棟・B 棟），海田西中学校（管理普通教室棟・特別教室棟・体育

館）などの建替え 

  

1 
2 

3

4
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２-２ インフラ 

 今後 40 年間で必要となる費用の見込み額は合計約 263 億円となっています。 

 年平均額は約 7 億円で，直近 5 年間の投資的経費の平均額を下回る結果となっている

ものの，平成 57 年以降，下水道にかかる費用がピークを迎えるとともに，大規模な公

園や橋りょうの更新時期が重なり，更新費用が増加しています。 

 特に，平成 65 年度はこれまでの平均額を大きく上回る結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■3 回のピークの内訳 

№ 時期 対象施設 

1 Ｈ37 大規模な公園（海田総合公園）が更新年（28 年）を迎えるため 

2 Ｈ57 
平成 47 年から下水道の更新費用が増加し始めることに加え，大規模な橋りょう（日

下橋等）の更新時期となるため 

3 Ｈ65 

Ｈ57 年よりもさらに下水道の更新費用が増加していることに加え，大規模な橋りょ

う（ひまわり大橋）の更新時期及び大規模な公園（海田総合公園）の 2 回目の更新時

期と重なるため 
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基本目標 
→公共施設等の管理を⾏う上で

目指すべき⽅向性 

以下の 6 つの視点で整理 

実施方針 
→基本目標の達成に向けた 

取り組み⽅針 

以下の 7 分野の取組について整理 

第5章  公共施設等の管理における基本目標と実施方針 
ここでは，本町の今後の公共施設等の管理を行う上で目指すべき方向性を示す「基本目標」

と，基本目標の達成に向けて取り組むための「実施方針」を定めます。 

本計画における基本目標及び実施方針の全体像は以下のとおりです。 

 

≪基本目標・実施⽅針の全体像≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

長寿命化 

点検・診断等 

維持管理・修繕・更新等

統合・廃止 

安全確保 

耐震化 

運営 

安全確保 

防災 

サービス 

ハード 

ソフト 

コスト 

更新 

維持管理 
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１ 公共施設等の管理における基本目標 
本町をとりまく社会的状況や公共施設等の現状を踏まえ，コスト（更新・維持管理），安全

確保，防災，サービス（ハード・ソフト）のそれぞれの視点から，6 つの公共施設等の管理

における基本目標を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

将来を見据え，早い段階から施設の長寿命化対策を推進し，ライフサイクルコストの

縮減と更新費用の平準化に取り組みます。 

長寿命化対策として，これまでの「事後保全型」の維持管理から「予防保全型」の維

持管理の導入を進め，適切な点検・診断の実施により施設の劣化状況を把握するとと

もに，計画的な修繕を行っていきます。 

 

本町は，施設の保有量がそれほど多くないことや，下水道の整備時期が比較的最近で

あることなどから，しばらくの間は，施設の更新費用が大幅な増になることは，ハコモ

ノ・インフラともに予想されません。 

しかしながら，更新時期の集中や限りある財源を効率的に活用することも考慮する必

要があります。 

また，いずれは下水道を中心として施設の更新時期が到来し，平成 50 年代の後半か

ら多額の費用が必要になることが予想されます。 

視点：コスト 更新 

施設の⻑寿命化による更新費⽤の縮減と平準化1 

ハコモノ インフラ 

点検・診断等関連する実施方針 長寿命化 
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現状の維持管理にかかる費用や業務内容を分析し，費用の適正化を図ります。 

国・県・近隣自治体との連携や民間活力の導入による機能の向上やコストの縮減を研

究します。 

施設の新設・更新を行う場合には，必要に応じて近隣施設等との統廃合を検討すると

ともに，建設に当たっては，建設費用のみでなくライフサイクルコストに配慮し，維

持管理にかかるコストも視野に入れて構造・技術等の検討を行います。 

 

近年，施設の老朽化に伴い，公共施設等にかかる維持補修費が増加しています。 

今後，さらに施設の老朽化が進み，公共施設等の維持管理費用が増加していくことが

予想されます。 

 

予防保全型の維持管理の導入を進め，施設の点検・診断等による損傷の把握と当該箇

所への計画的な修繕を実施していくことにより，施設を健全な状態に保ちます。 

老朽化が著しく高度な危険が認められた施設については，統合・廃止も含めた対応を

早急に検討します。 

 

視点：安全確保 

安全・安心な施設の提供 3 

ハコモノは，建築から 30 年以上経過したものが全体の半数を占め，老朽化が進行し

ています。 

インフラについても同様に老朽化している施設が増え始めており，利用者等が安全・

安心に利用するための対応が必要となっています。 

点検・診断等 関連する実施方針 維持管理・修繕・更新等

視点：コスト 維持管理

効率的な維持管理によるコストの縮減 2 

維持管理・修繕・更新等関連する実施方針 統合・廃止

ハコモノ インフラ 

ハコモノ インフラ 

安全確保
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防災拠点等に指定されている施設の耐震化を推進します。 

防災拠点としての機能を強化するため，必要な設備等の整備を推進します。 

 

 

インフラについても耐震化を推進します。 

 

視点：防災 

災害時の機能維持に向けた施設の耐震化と機能強化4 

ハコモノは，災害時には防災拠点や避難所となることから，災害時における拠点機能

の維持と強化が求められますが，現状では，耐震性が確保されていない施設が一部残さ

れています。 

また，道路・橋りょうは，町民の避難路となり，災害時の人員・物資の円滑な輸送や

避難行動の基盤を担う重要な施設です。 

その他のインフラについても，町民の生活維持に必要不可欠であり，災害時において

も機能を維持することが求められます。 

耐震化 関連する実施方針

ハコモノ 

インフラ 
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ハード

 

今後も，必要な施設については新たな整備を検討します。 

新規整備に当たっては，将来的な利用ニーズの変化や，町全体の施設の配置状況等を

総合的に考慮して行います。 

 

 

住民生活に必要な機能について,今後も必要量の確保に向けて整備を行っていきます。

実施に当たっては，整備計画を策定し，計画的かつ効率的な整備を推進します。 

 

視点：サービス 

 

施設のバリアフリー化等，新たなニーズに対応するための整備を検討します。 

上記の整備や，魅力ある事業の実施等により，施設利用の活性化を図ります。 

民間活力の導入等により，コストの縮減とサービス向上の両立を図ります。 

 

ハコモノ インフラ 

住⺠ニーズに合わせた必要な公共投資の継続5 

本町の人口は，当面横ばいで推移していく見通しで，町民ニーズの大幅な縮小は見込

まれません。 

また，本町の人口一人当たりのハコモノの延床面積は，他市町村の平均と比較して小

さく，施設の中には，町民ニーズに対して十分な供給量を確保できていないものもあり

ます。 

インフラについても同様に，必要量が十分に確保されていない状況となっています。

道路は，都市化に対応した交通の円滑化と交通困難地域の解消に向けた整備が必要で

す。また，下水道は，一部未普及地区が残っており，引き続き整備が必要な状況である

とともに，浸水地区の解消のための雨水整備も随時行っていく必要があります。 

統合・廃止 関連する実施方針

ハコモノ 

インフラ 

ソフト視点：サービス 

施設利⽤の活性化と新たなニーズへの対応6 

海田町第 4 次総合計画においても，文化やスポーツの活性化を行うための拠点整備

等，公共施設等と関連の深い各種施策が計上されています。 

また，社会構造の変化に伴い，利用者の高齢化や町民のライフスタイルの多様化が進

み，公共施設等に対するニーズが変化してきています。 

運営 関連する実施方針
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２ 基本目標達成に向けた実施方針 
基本目標の達成に向けた各種取組の実施方針を以下に整理します。 

 

２-１ ⻑寿命化 

 従来の損傷が深刻化した後に修繕を行う事後保全型の維持管理から，定期的な点検により

損傷を早期に発見し，事故や大規模補修に至る前の軽微な段階で修繕を行う予防保全型の

維持管理の導入を進め，施設の健全な状態を維持しながら長寿命化を図ります。 

 上記の対策は，長期的に維持していく施設と今後廃止する施設に分類した上で，長期的に

維持していく施設を対象に実施します。 

 

２-２ 点検・診断等 

 施設の長寿命化や安全管理に必要な劣化状況把握のため，各種法令に基づいて実施する法

定点検に加え，施設管理者の目視による定期点検を実施します。 

 施設管理者による日常点検や，台風通過後や地震発生後の緊急点検を実施します。 

 国が定めた基準等を参考に点検・診断を実施していきます。この取組を継続する中で，知

見やノウハウを蓄積し，必要な基準等の整備や，一定の技術力を持った人材の確保・育成

に取り組み，点検・診断の精度向上を図ります。 

 点検・診断等の履歴については情報の蓄積及び共有化を図り，施設の維持管理・修繕・更

新に活かしていきます。 

 

２-３ 維持管理・修繕・更新等 

 施設を新設・更新するときには，維持管理が容易かつ確実に実施できる構造・技術を採用

するほか，修繕を行うときには，利用の状況や施設の特性に配慮し，合理的な工法を選択

します。 

 安全性の向上やコスト縮減に配慮しつつ，新しい技術の導入を検討します。 

 軽微な段階での損傷の発見と適切な処置の実施を推進することで，安全確保と維持管理・

修繕費用の低減を図ります。 

 エネルギー消費の多い空調設備や照明設備等は改善を図るなど，省エネルギー化を推進し

ます。 

 点検・診断の結果に基づき，必要な対策を適切な時期に実施するとともに，これらの取組

を通じて得られた施設の状態や対策履歴等の情報を記録し，次期点検・診断等に活用する

「メンテナンスサイクル」を構築し，継続的に発展させていきます。 

 維持管理費用の縮減と平準化の観点から，施設の更新については真に必要な施設のみを対

象とします。 

 施設を更新する場合には，将来人口や社会情勢等を考慮し，適正な規模の検討を行うとと
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もに，施設の運営方法を含め，より効果的かつ効率的なサービスの提供が可能となる手法

の一つとして，PPP/PFI といった民間活力の導入を検討します。 

 

２-４ 統合・廃止 

 現状では，公共施設等の総保有量はそれほど多いとは言えず，人口も当面は大幅な減少が

見込まれないことから，積極的な施設の統合や廃止は行いません。 

 施設の統合による効率化や民間活力の導入で更なるサービスの向上が期待できるものにつ

いては，統合や廃止を検討します。 

 施設の新設や更新を行う場合は，近隣施設等との機能の集約化や複合化を検討します。 

 施設の廃止により生じる跡地については，町による活用のほか，民間や地域による活用も

含め，有効に活用します。 

 

２-５ 安全確保 

 「点検・診断等」「維持管理・修繕・更新等」の実施方針に基づく各種取組を行い，施設の

安全性を確保します。 

 老朽化したハコモノについては，利用状況や効用を考慮した上で，統合・廃止も含めて対

応を検討します。 

 老朽化等により供用廃止され，利用の見込みのない施設については，除却，売却等を行い

ます。 

 

２-６ 耐震化 

 耐震診断・耐震改修が完了していない施設については，施設の種類や利用の状況，防災拠

点としての指定の有無等を考慮した上で，耐震診断・耐震改修を推進します。 

 耐震改修は施設の修繕の機会と併せて実施する等により効率化を図ります。 

 今後の廃止・除却が決定している施設については，耐震診断・耐震改修の必要性を考慮し

た上で対応を検討します。 

 

２-７ 運営 

 魅力ある事業の実施や利用しやすい環境を整え，施設利用の活性化を図ります。 

 本町が輩出した日本人初のオリンピック金メダリスト・織田幹雄先生や町にゆかりのある

著名人，町の伝統や特産品など，町の資源と公共施設等を効果的に組み合わせて町内外へ

情報を発信します。 

 施設運営においては，PPP/PFI 等，民間活力の導入を検討します。 

 利用者の高齢化に配慮し，施設のバリアフリー化を推進します。 

 利用ニーズの多様化に柔軟に対応します。 
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第6章  計画の推進に向けて 

１ 推進体制 
公共施設等の管理については，施設類型（道路，学校等）ごとに各部署において管理され，

必ずしも公共施設等の管理に関する情報が全庁的に共有されていないのが現状です。 

今後は，施設類型を越えて公共施設等の管理を総合的かつ計画的に進めていくことができ

るような体制を構築していくことが必要です。そこで，企画部が中心となり，各部署が管理

する施設に関する情報を集約し，組織横断的な調整を行う全庁的な取組体制の構築を検討し

ます。 

 

≪全庁的な取組体制のイメージ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

A 課 

B 課

C 課

企画部 

F 課 

E 課

D 課

施設情報
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２ 情報の管理・共有 
２-１ 情報を⼀元管理するしくみづくり 

公共施設等を適切に管理運営するためには，建物や維持管理の状況，利用状況等の公共施

設等に関する最新の情報を常に把握しておくとともに，この情報を各部署それぞれで保有す

るのみではなく，情報を一元化し，全庁で共有していく必要があります。 

そこで，本町が保有する全ての公共施設等に関する情報を一つのデータベースに集約化す

るとともに，この情報を常に更新し，最新の状態を保つしくみづくりを行っていきます。 

公共施設等に関する情報の把握は，以下のような項目について行います。 
 

区分 項目 

施設の基本情報 担当部・課，所在地，財産区分，敷地面積，延床面積，建築年月日 等

運営状況 管理運営主体，運営人員数，運営時間 等 

コスト 歳入，歳出 等 

利用状況 利用者数，在籍者数 等 

維持管理の履歴 点検・診断結果等の履歴，修繕・改修等の履歴 

 

２-２ 議会や町⺠との情報共有 

公共施設等の新設や統廃合は，将来のまちづくりの基本に関わるものであることから，本

計画に基づく施設の管理方針や事業の実施計画については，議会や町民への十分な情報提供

に努めます。 

 

 

３ 計画推進に向けた留意事項 
３-１ 職員への研修等の実施 

公共施設等を適切に管理するためには，職員一人ひとりの意識の醸成や，施設の点検や診

断のための知識や技術の向上が重要であることから，職員の研修を行います。 

 

３-２ 関係機関との連携 

公共サービスの提供については，自前で全ての整備・管理を行うことに留まらず，さらに

視野を広げて，国・県や近隣の自治体と施設の相互利用を行う広域連携や，民間活力を活用

した官民連携，地元の自治会との連携等，多様な主体との連携を研究します。 

また，町民との協働による公共施設等の維持管理のあり方についても研究していきます。 
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３-３ 財源の確保 

本計画に基づいて，適切に施設を維持管理していくためには，財源の確保が不可欠となり

ます。 

そのため，事業の優先度を考慮した予算編成・予算配分の仕組みを検討するとともに，財

政課と施設を所管する部署の一層の連携を図っていきます。 

 

３-４ 個別計画の策定 

本計画に基づく取組を実施していくため，必要に応じて，施設類型ごとに管理の方針を定

めた個別計画等の策定を行います。 

 

 

 

４ 計画のフォローアップ 
本計画は，以下の PDCA サイクルに基づき，継続的に計画の評価・見直しを行いながら推

進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan

総合管理計画の

策定・改定

Do

計画に基づく各種取組を実施

Action 

検証結果から現行計画の課題を 

把握し，必要に応じて見直しを 

実施 

Check 

計画の実施状況を 

評価・検証 

点検・診断等  安全確保  耐震化

維持管理・修繕・更新等  長寿命化

取組の例
コストの変化 

利用状況の変化 

町民の満足度の変化

評価・検証 

の視点 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海田町公共施設等総合管理計画 
発行 海田町 平成 28 年３月 

編集 海田町企画部財政課 

広島県安芸郡海田町上市 14 番 18 号 

TEL 082-823-9201 

URL http://www.town.kaita.lg.jp/ 

E-mail zaisei@town.kaita.lg.jp 


